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研究要旨 

＜目的＞平成 18 年「妊産婦のための食生活指針」および平成 19 年「授乳・離乳

の支援ガイド」の内容を最新の科学的根拠で検証し、変更が必要な場合には変更

案を提言する。 

＜方法＞「妊産婦のための食生活指針」の体格別の妊娠中の推奨体重増加量の妥

当性および「授乳・離乳の支援ガイド」の内容についてクリニカルクエッション

（CQ）を設定し、系統的に文献検索を行う。CQ としては、それぞれ、3 個および
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18 個が設定された。 

＜結果＞CQ に基づき PICO（patient, intervention, control, outcome）作成し

て過去 5～10 年間の論文を系統的に検索した。検索された論文は、システマティ

ックレビューまたはコクランレビューを優先して内容の吟味を行い、最終的に採

用した論文については構造化抄録を作成して提言案を検討した。また、体格別の

妊娠中の推奨体重増加量については、最新の国内コホート研究のデータを追加し

て検討した。 

＜考察＞「妊産婦のための食生活指針」で妊娠前の BMI によって妊婦の体格をや

せ、普通、肥満と 3 区分しているが、肥満については肥満の程度に応じた細区分

が望ましいと考えられたが、最新の文献検索で明確に変更すべき課題は抽出され

なかった。したがって、当面は現状の 3 区分を継続するのが望ましいと考える。

一方、新生児の予後からみた推奨体重増加量についても、国内コホート研究の結

果が研究地域により異なり、新たに推奨体重増加量を提唱できるだけの科学的根

拠が揃わなかった。 

 一方、「授乳・離乳の支援ガイド」については、現行の母乳栄養推奨の方針を変

更する必要はないが、栄養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳栄養の

効果には限界があること、離乳食の目的と進め方の説明、等に課題があると考え

られた。 

＜結論＞ 

1.「妊産婦のための食生活指針」の体格別の妊娠中の推奨体重増加量については、

現行案を変更すべき最新の科学的根拠は見いだせなかった。 

2）「授乳・離乳の支援ガイド」の内容については、母乳栄養の推奨とともに、栄

養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳栄養の効果には限界があること、

栄養とアレルギー疾患の関係を最新の科学的根拠を示して説明すること、離乳食

の開始時期は変更する必要はないが進め方に関してより詳細に説明すること、等

が改定内容として必要であることが明らかとなった。 
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Ａ．研究目的 

妊娠前を含めて、妊婦の栄養摂取は、妊婦自身
さらには胎児の器官形成、胎児発育そして出生児
の予後に大きく影響する。特に、近年の妊婦の栄
養摂取状況は、低出生体重児の出生数増加に繋が
っているとも言われている。当然、妊婦の過剰栄
養も母子の予後に負の影響を与える。さらに、妊
娠中の栄養および出生後の乳幼児の栄養は、一生
の健康維持にとって大変重要であることが近年科
学的にも示された。そこで、実際に妊産婦および
授乳婦の栄養指導に携わる専門職のために、「妊
産婦のための食生活指針」が平成 18年に、「授乳・
離乳の支援ガイド」が平成 19年に作成された。し
かしながら、これらの指針およびガイドが作成さ
れてから約 10年が経過したことから、栄養に関す
る新たな多くの科学的知見が蓄積されている。そ
こで、妊産婦および乳幼児の栄養管理の専門家で
構成される研究班を組織し、妊産婦および乳幼児
の栄養管理に関する最新の知見を収集して検証す
る。そして、新たに知見に基づき、現行の指針お
よびガイドの改正案の提言を行うことを研究班の
目的とする。なお、提言案を作成するにあたり、
「平成 27年乳幼児の栄養調査結果」を必要に応じ
て参考とする。 
 
Ｂ．研究方法 
1.研究体制 

妊産婦および乳幼児の栄養管理の専門家として、
産科医、助産師、小児科医、管理栄養士、歯科医、
疫学および生物統計学の専門家、からなる研究班
を組織した。 
2.検討方法 
1）「妊産婦のための食生活指針」については、「健
やか親子 21」推進検討会で提言された、妊婦の体
格別の妊娠中の推奨体重増加量の現状での妥当性
および改定の必要性について主に検討した。 
 そこで、文献の系統的検索のために以下のクリ
ニカルクエッション（CQ: clinical question）を
設定した（表 1）。 
CQ1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増
加量は？ 
CQ1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊
娠中の推奨体重増加量は？ 
CQ1.3  母体の至適栄養は？ 

この CQ に合致する PICO（patient、intervention、
control、outcome）を作成し、PICO を基にキーワ
ードを用いて国内外の文献を過去 5または 10年遡
り MEDLINE および医学中央雑誌、必要に応じて
CiNii を追加して検索した。検索された論文は構造
化抄録を作成し、その妥当性を検証した。 
 一方、論文検索とは別にわが国で実施されたコ

ホート研究の結果を分析し、新生児の予後からみ
た妊婦の推奨体重増加量を計算した。 
2）「授乳・離乳の支援ガイド」についても同様に、
乳幼児の栄養に関する CQを作成して、CQ に見あう
PICO を設定して過去 10 年の論文を検索した。CQ
としては、過去 10 年間の研究成果を反映できる母
乳栄養、食物アレルギー、メタボリック症候群等
に関するものが提案された。その結果、以下の課
題が抽出された。なお、授乳期と離乳期を分けて
検討した。 
授乳期 
○乳幼児の栄養法とアレルギー疾患発症との関係 
○乳幼児の栄養法とメタボリック症候群発症との
関係 
○乳幼児の栄養法と感染性疾患との関係 
○乳幼児の栄養法と育児不安との関係 
○乳幼児の栄養法を消化管機能との関係 
○乳幼児の栄養法と神経発達との関係 
○乳幼児の栄養法とビタミン K欠乏との関係 
○栄養に関する育児支援のあり方 
○母乳栄養と薬剤摂取 
○早産児の栄養法 
○母子同室と乳幼児の栄養法との関係 
離乳期 
○離乳食とアレルギー疾患発症との関係 
○離乳食とメタボリック症候群との関係 
○プロバイオティクスとアレルギー疾患発症との
関係 
○妊娠・授乳期の食事制限と児のアレルギー疾患
発症との関係 
○離乳食とスキンケアとの関係 
○早産児と離乳食 
○発達障害児と離乳食 
○離乳食と摂食機能との関係 
これらの課題についてのCQを以下の通り設定し

た。 
CQ2.1 正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギ
ー疾患を予防できるか？ 
CQ2.2 正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリ
ック症候群を予防できるか？ 
CQ2.3 母乳育児は母親の育児不安を低減できる
か？ 
CQ2.4 母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 
CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神
経発達が促進されるか？ 
CQ3.2 完全母乳栄養はビタミン K欠乏症の頻度を
上昇させるか？ 
CQ4.1 妊娠中の食事制限はアレルギーを予防する
か？ 
CQ4.2 離乳食の開始時期を早める／遅らせること
でアレルギー疾患を予防できるか? 
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CQ 4.3 食物アレルギーは児の発育・発達に影響す
るか？ 
CQ 4.4 食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関
係は？ 
CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを
下げるか？ 
CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物
は？ 
CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養
は正期産児と同等の効果があるか？ 
CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 
CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 
CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつごろが良い
か？ 
CQ6.2 発達障害児への離乳食の進め方は？ 
CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの関係は？ 
 以上の各 CQ に合致した PICO を作成して、過去
10 年間の論文を MEDLINE で検索した。検索論文に
システマティックレビューが存在する場合には、
最新のシステマティックレビューを優先した。 

なお、以下の CQについては、新たな知見に乏し
いことから今回は検討しなかった。 
乳児の離乳食開始時期は咀嚼運動機能と関係する
か？ 
脂肪過多の離乳食は児の将来のメタボリック症候
群と関係するか？ 
 
3. 検索文献の質の評価については、PRISM 声明、
AMSTAR 法を用いた。 
 
（倫理面への配慮） 
 文献データベースでの文献検索とその内容の検
証なので、特に倫理委員会等への審議の依頼は行
っていない。 
 
Ｃ．研究結果 
1.  「妊産婦のための食生活指針」について 
1）CQ1.1 については 25 論文、CQ1.2 については 10
論文、CQ1.3 については 11 論文が CQ に合致しその
内容を検証した。その結果、現状に見合った推奨
体重増加量を検討するために必要な最新の科学的
根拠が収集されたが、収集された科学的根拠は検
討した国が異なること、母子の予後の設定が異な
ること、観察データであること、少数例であるこ
と、等の課題が存在した。また、妊産婦の栄養に
ついては、介入研究が困難なことから、質の高い
研究は少数であった。そのため、最新の論文検索
から得られた知見と、わが国の疫学データを合わ
せて、総合的にわが国の現状に見合った妊婦の妊
娠中の推奨体重増加量の設定および妊産婦の栄養
管理を実施する必要性が明らかとなった。 

 そこで、わが国で実施された 3 つの地域または
施設で実施されたコホート研究で、母子の予後か
ら推奨体重増加量を検討した。その結果、妊娠前
の体格区分については、予後を考慮した体格区分
の精緻化が求められたが、結果的に新しい知見は
認められず、これまでの BMI 基準値による区分が
妥当と判断された。特に、肥満に相当する体格区
分に関しては、肥満の基準値を細分化することが
母子の予後からは望ましいが、現状の体格区分を
修正できるだけのエビデンスを得ることはできな
かった。妊娠中の推奨体重増加量については、新
生児の出生体重等をアウトカムとしたわが国のコ
ホート研究で、研究が実施された地域によっては、
現状の推奨体重増加量に比べて約 1kg 多い増加量
が好ましいとの結果が得られた。しかしながら、
これは妊娠前のやせ体型の頻度が高かったことが
影響していると推測された。したがって、最新の
論文検索およびわが国のコホート研究の結果から、
現行の指針に示さている体格別の妊娠中の推奨体
重増加量を新たに設定する科学的根拠は認められ
なかった。 
 
2.  「授乳・離乳の支援ガイド」については、各
CQ に基づいた文献検索の結果を検討し、以下のよ
うな CQ に対する最新の知見が得られた。 
CQ2.1 正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギ
ー疾患を予防できるか？ 
最終的に採用した 5 つの文献を検証した結果、以
下が明らかとなった。母乳栄養の期間と小児期の
喘鳴/喘息発症リスクの関係は必ずしも一定でな
い。小児期の湿疹/アトピー性皮膚炎、アレルギー
性鼻炎発症に対する母乳栄養の効果も限定的であ
った。一方、食物アレルギーについては明確なエ
ビデンスはなかった。また、アレルギー疾患のハ
イリスク児に対する蛋白加水分解乳のアレルギー
予防効果について、最近ではエビデンスがないと
する報告が多かった。ただし、胃腸炎と呼吸器感
染症のリスクは減少するがアトピー性皮膚炎や喘
息とは無関係であった。 
CQ2.2 正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリ
ック症候群を予防できるか？ 
最終的に 5つの採用論文を検証した結果、6-7 か月
間の完全母乳栄養が他の栄養児に比べ 7 歳時の肥
満を減らすと報告され、母乳栄養もしくは母乳栄
養の期間と小児期の過体重/肥満発症リスク減少
との間には明確な関連があることが明らかとなっ
た。また、母乳栄養児では他の栄養児に比べのち
の 2型 DMの発症が低いことも示された。 
CQ2.3 母乳育児は母親の育児不安を低減できる
か？ 
3 つの採用論文では、産後不安やうつ徴候がある女
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性では母乳栄養期間が短い、もしくは母乳栄養の
短縮が産後うつ病の発症リスクを上げることが示
された。また、混合栄養は母親にとって大きな不
安事項となるが、混合栄養にならざるを得ない状
況を考慮する必要があった。 
CQ2.4 母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 
文献検索でも、現時点では、明らかなエビデンス
は示されなかった。 
CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神
経発達が促進されるか？ 
合致する 1 つのシステマティックレビューを検証
した。正期産児（出生体重 2,500g 未満を含む）で、
生後 6か月まで完全母乳栄養の児と、少なくとも 3
～4か月までは母乳栄養で、その後、混合栄養とな
った児での比較では、6.5 歳時の身長、体重、BMI、
認知・行動に関する神経発達において優位性を認
めなかった。 
CQ3.2 完全母乳栄養はビタミン K欠乏症の頻度を
上昇させるか？ 
母乳栄養とビタミン K で今回参考となる文献は検
索されなかった。 
CQ4.1 妊娠中の食事制限はアレルギーを予防する
か？ 
3 論文を検証した。アレルギー予防のために食事を
変更する必要性を示す根拠は存在しなかった。ま
た、食物除去を行うと、母子双方に栄養障害を起
こすリスクが高まった。ただし、ハイリスク児の
アレルギー疾患発症予防には、授乳中の母親の食
物制限のある程度の予防効果は認められた。 
CQ4.2 離乳食の開始時期を早める／遅らせること
でアレルギー疾患を予防できるか? 
採取的に 3 論文を検証した。生後 4 か月より前に
離乳を開始することは、食物アレルギー発症リス
クを上げた。鶏卵など特定の食材を与える時期は
遅らせない。ただし、アトピー性皮膚炎、湿疹の
ある児は、アレルギー発症のリスクが高いので、
慎重に離乳を進めていく必要性が示された。 
CQ4.3 食物アレルギーは児の発育・発達に影響す
るか？ 
採用した 1 件の論文を検証した結果、複数の食物
にアレルギーのある場合は、食物アレルギーのな
い児に比べて発育不全・栄養失調のリスクが高い
ことが示された。 
CQ4.4 食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関
係は？ 
採用して 3 論文では、生後 2 か月までの保湿が重
要であると報告されていた。 
CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを
下げるか？ 
4 論文を検証し、乳児期の湿疹のリスクが減少する
ことが示された。しかし、他のアレルギー疾患の

予防効果に関するエビデンスは存在しなかった。 
CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物
は？ 
最終的に 1 論文を検証したが、実際の授乳婦が服
薬するか否かの決定は専門職による指示のもと行
われている場合が多く、包括的に示している文献
は見られなかった。 
CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養
は正期産児と同等の効果があるか？ 
検索された 3 件の症例検討文献では、母乳育児を
行うことにより精神運動発達指数、全行動パーセ
ンタイルスコアの改善、入院リスクの減少、新生
児壊死性腸炎の減少が示された。 
CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 
1 件の採用論文を検証した結果、母乳育児のほうが
母親の満足度は高いので、母子育児に繋がる母子同
室が推奨された。 
CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 
CQ2.3 と同等の結果であった。 
CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつごろが良い
か？ 
採用した 1 つの論文で、修正月齢で 6 か月の頃に
開始するのが良いことが示された。 
CQ6.2 発達障害児への離乳食の進め方は？ 
症例報告論文で、個別の対応が必要だが、離乳食
の進み方の障害が発達障害の初期症状となること
が示された。 
CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの関係は？ 
症例報告論文で、離乳食開始の遅れや不適切な環
境因子の影響で摂食機能獲得が遅れることがある
が、その後適切な対応を行うとキャッチアップし
てくることが示された。 
 
Ｄ．考察 
1.  「妊産婦のための食生活指針」について 
 妊娠前のBMIによって妊婦の体格をやせ、普通、
肥満と三区分して評価してきたが、日本産科婦人
科学会の妊娠中毒症の予防の指針で BMI18 ならび
に 24 を区分としているのを除き、BMI18.5 未満を
やせ、妊娠前の BMI25 以上を肥満としている。や
せについてはこの基準で特段の課題は生じないが、
肥満については肥満の程度に応じた細区分が望ま
しいと考えられる。ただ、今回の最新の文献検索
および国内コホート研究の検証では、明確に変更
すべき課題は抽出されなかった。したがって、当
面は現状の 3区分を継続するのが望ましい。 
妊娠中の推奨体重増加量については、妊娠高血

圧症候群の発症を予防するための基準が存在する
ことが現状の混乱を招く要因となっている。しか
し、妊娠高血圧症候群の治療あるいは予防の目的
で妊婦の摂取カロリーを抑制する背景は、妊娠高
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血圧症候群の有効な管理ができなかった時代の影
響を受けている。しかし、現在では、母体への摂
取カロリー制限は児の長期的予後に悪影響を及ぼ
す可能性が危惧され、一般に用いる必要性はない。
一方、「健やか親子 21」進検討会で提唱された妊娠
中の推奨体重増加量が現状の基準として適切であ
るかどうかについても、最新の科学的根拠で検討
する必要がある。しかし、報告論文および国内コ
ホート研究報告を用いて検討したが、研究対象が
ハイリスク妊婦である、研究地域により妊婦の背
景因子が異なる等の課題があり、新たに推奨体重
増加量を提唱できるだけの根拠が揃わなかった。
以上のことから、当面は妊婦の体格区分および推
奨体重増加量については現行のガイドを踏襲する
のが妥当と思われた。 
2.  「授乳・離乳の支援ガイド」については、各
CQ に対する最新の科学的根拠を検討した結果、母
乳栄養推進の方針の下、以下の点について正確に
言及する必要性があると思われた。 
○母乳栄養のアレルギー疾患予防効果は限定的で
ある。 
○母乳栄養には将来の肥満発症を抑えるというエ
ビデンスがある。 
○母親のうつ徴候と母乳栄養期間短縮の関連につ
いて認識し、不安の強い母親には早期の専門的ア
プローチが必要である。 
○母乳栄養児と混合栄養児における神経発達にお
いては、有意な差を認めなかった。母乳の利点を
啓発することは重要であるが、混合栄養、あるい
は育児用ミルク栄養の場合でも、適切な育児支援
を行うことが重要である。 
○授乳中の薬剤摂取に関する情報は既存のシステ
ムを利用する。 
○早産児と母乳育児については、治療の側面が存
在するので本ガイドに記載する必要はない。 
○早期から母子接触が母子の愛着形成、母乳育児
の促進に寄与することが示された。 
○混合栄養状態で母親の不安が一番高いので、
「母乳栄養を強要しない」あるいは「育児用ミル
クを哺乳させる場合でも母子の接触などで愛着形
成させるように留意する。」を考慮する。 
○アレルギー疾患予防のために母親に抗原の回避
を指導する必要はないが、発症した場合には個別
に対応する必要である。 
○成長・発達に伴い乳汁だけでは不足してくるエ
ネルギーや栄養素の補完のために、離乳食を生後 5、
6 か月に開始する。すなわち、補完食として離乳食
は重要である。 
○早期の離乳食開始が肥満発症リスクとなる可能
性があり、離乳食開始時期について方針を変更す
る必要はない。 

○食物アレルギー発症予防には、離乳開始や特定
の食物を与える時期を遅らせない。 
○早産児の離乳食の開始について、乳歯の萌出、
及び、咀嚼能力の観点から、修正月齢 6 か月頃か
ら開始することが妥当である。 
○離乳食の開始時期と咀嚼機能の獲得には直接の
関係はないが、摂食機能の発達が遅れる場合には、
児の発達および運動障害が原因となる場合がある
ので注意する。 

        
Ｅ．結論 
 平成 18年「妊産婦のための食生活指針」および
平成 19 年「授乳・離乳の支援ガイド」の内容を最
新の科学的根拠に則ったものとするため、過去 10
年間の系統的な文献検索を行った。その結果、現
行指針およびガイドに対して以下の提言を行うこ
とができた。 
1. 「妊産婦のための食生活指針」については、
現行の妊娠前の妊婦の体格区分および妊娠中の推
奨体重増加量を変更すべき新たな科学的根拠は見
いだせなかった。 
2. 「授乳・離乳の支援ガイド」については、現
行の母乳栄養の推奨を変更する必要はないが、栄
養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳
栄養の効果には限界があること、栄養とアレルギ
ー疾患の関係をより科学的に説明する必要がある
こと、離乳食の開始時期は変更する必要がないが
進め方に関してより詳細に説明する必要があるこ
と、等が明らかとなった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
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